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「新たな教育課題に向けた教員養成の在り方」
Methods for Training Teachers to Address New Problems in School Education
五 百 住 満 ＊・越 田 佳 孝 ＊＊
Abstract
As Japanʼs birthrate continues to decline and its aged population increases, and trends such as
globalization and borderlessness spread rapidly throughout the world, social structures are undergoing
dramatic changes. This has given rise to new educational problems that call for major reforms in school
education.
This study identifies the educational problems accompanying societal changes and considers what
qualities and skills are needed for teachers to proactively tackle new educational problems.
Furthermore, it discusses methods for training teachers in the future using practical examples.
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はじめに
今日の日本社会は、少子化・高齢化、グローバル
化・ボーダレス化などが一層進行する中で、社会構
造も大きく変化してきている。
少子化・高齢化の進展、雇用・職場環境の変化は、
経済規模を縮小させ、税収減となりその一方で社会
保障費が拡大し社会全体の活力が低下してきてい
る。さらに、経済格差も進行しており、それが教育
格差（子どもの貧困率上昇など）を生み、教育格差
の再生産・固定化が進むことにより、一人一人の意
欲を減退させ、社会の不安定化が生じてきている。
また、グローバル化・高度情報化が進展する中で、
人・もの・情報等が流動化し、それに伴って価値観・
ライフスタイルが多様化し、「知識基盤社会」が本
格的に到来している。
このような社会の急激な変化のため新たな教育課
題も生まれてきており、学校教育も大きな「改革」
が迫られており、求められる人材育成像の変化への
対応が必要となっている。
さらに、いじめ・暴力行為・不登校・学級崩壊・
凶悪な少年犯罪等への対応や特別支援教育の充実、
ICTの活用などへの対応も必要となっている。
これら諸課題に対応するための指針として、平成
25年月に中央教育審議会から「第期教育振興計
画について（答申）」が示され、月に閣議決定さ
れた1)。その計画は、「自立」「協働」「創造」の
つの理念のもと、つの基本的方向性とつの成果
目標、30の基本施策から成っている。とりわけ、成
果目標では、①生きる力の確実な育成→生涯にわた
る学習の基礎となる「自ら学び、考え、行動する力」
などを確実に育てる。②課題探究能力の修得→どん
な環境でも「答えのない問題」に最善解を導くこと
ができる力を養う。③自立・協働・創造に向けた力
の育成→社会を生き抜くための力を生涯を通じて身
に付けられるようにする。④社会的・職業的自立に
向けた能力・態度の育成。⑤新たな価値を創造する
人材、グローバル人材等の養成。⑥意欲ある全ての
者への学習機会の確保。⑦安全・安心な教育研究環
境の確保。⑧互助・共助による活力あるコミュニ
ティーの形成。をあげ、その取組例を示している。
このことから、本研究では、社会の変化に伴う教
育課題を整理するとともに、これら新たな教育課題
に積極的に取組むための教員の資質能力とは何かを
考察し、これからの教員養成の在り方について実践
例を通して論述することとする。
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1）文部科学省「第期教育振興基本計画」（平成25年月14日閣議決定）
．社会の変化に伴う教育課題とこれか
らの社会に必要とされる資質・能力
今日の世界は、高度情報化が進展し、だれもが多
様な知識や情報を瞬時のうちに入手することが可能
となっている。そのため、専門性のより高い多様な
知識や情報が社会を動かす原動力となる「知識基盤
社会」が一層進行してきている。このような高度情
報化の進展に伴う「知識基盤社会」への移行が、経
済・産業・就業構造に変化をもたらしていることか
ら、個人にとっての知識や技能の習得とスキルアッ
プが就労機会の確保やキャリア・アップの重要な要
因ともなってきている。また、グローバル化が進展
している中で、民族、宗教、文化の違いに根ざした
様々な問題も顕在化してきており、互いの信頼を一
層醸成していくためにも、民族、宗教、文化の多様
性を再認識し、互いの違いを理解・尊重し共生して
いく社会を構築していくことの重要性がますます高
まっている。
では、このような社会を担う人材にはどのような
資質・能力が必要とされるのかを考えたい。
まず、ヨーロッパを中心とした先進国では、最近
では知識中心から思考力中心へ、社会に出て実際に
使える能力（コンピテンシー）育成の転換にシフト
してきている。
1997年12月 OECDは「コンピテンシー定義・選
択（Definition and Selection of Competencies：
DeSeCo）計画」を開始し、能力として社会的にど
のようなものが要請されているかを考慮し、人間が
望ましい社会生活を送るのに必要な能力（コンピテ
ンス）を確認する。それをより汎用的なコンピテン
シーに整理し、コンピテンシーの内的構造を決め、
さらにその核心となる汎用性の強いつの広領域の
概念を整理してキー・コンピテンシーと名付けてい
る。以下がその内容である。
日本においても、小・中学校の学習指導要領4)の
中で、「確かな学力」（知識や技能はもちろんのこと、
これに加えて、学ぶ意欲や自分で課題を見つけ、自
ら学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題解
決する資質や能力等までを含めたもの）の育成を掲
げ、「基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得
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2）Key Competencies for a Successful Life and aWell-Functioning Society. 2003. p. 37 福田誠治『競争やめたら学力世界
一』朝日新聞出版 2009年 p. 207
3）Key Competencies for a Successful Life and aWell-Functioning Society. 2003. p. 44. 184
福田誠治『競争やめたら学力世界一』朝日新聞出版 2009年 p. 209
4）小学校・中学校学習指導要領（平成20年月告示）文部科学省
自己コンピテンシー
／自己管理
政治的コンピテン
シー／民主主義
環境コンピテンシー
／自然との関係
価値方向付け
健康／スポーツ／肉
体的コンピテンシー
文化的コンピテン
シー
（美的、創造的、異
文化相互的、メディ
ア の コ ン ピ テ ン
シー）
表 OECD 国別レポートによるキー・コンピテンシー
領域の言及頻度2)
中 間 低 い高 い
社会的コンピテン
シー／協同
リテラシー／知的で
応用的な知識
学習力／生涯学習
コミュニケーショ
ン・コンピテンシー
図図 コンピテンシーの内的構造とキー・コンピテンシーの枠組み3)
図 要請がコンピテンシーの中身を決定する
図 DeSeCo のとらえたキー・コンピテンシーの枠組み
させること、思考力・判断力・表現力その他の能力
を育むこと、主体的に学習に取り組む態度を養うこ
と、個性を生かす教育の充実に努めること」が示さ
れている。さらに、高等学校5)では、これらに加え
て「創造的な能力を高めること」や「創造性の基礎
を養うこと」などが掲げられている。
また、平成25年月の中央教育審議会答申「第
期教育振興基本計画について（答申）｣6)では、社会
を生き抜く力の育成について、幼稚園から高等学校
までの段階で生きる力（「確かな学力」「豊かな心」
「健やかな体」をバランス良く育成すること）の確
実な育成を、大学からの段階では課題探求能力の修
得を、そして、生涯全体に渡って自立、協働、創造
に向けた力の修得を目指している。
これらのことから、これからの社会を生き抜き、
未来への飛躍を実現するための資質・能力は、文部
科学省が掲げる「確かな学力」をベースに基礎的・
汎用的能力である自己理解・自己管理能力、課題対
応能力・課題探究能力、人間関係能力・社会形成能
力を育成するとともに、DeSeCo（Definition and
Selection of Competencies）のとらえたキー・コン
ピテンシー主要能力である①言語や知識、技能を相
互作用的に活用する能力 ②自律的に活動・行動す
る能力 ③異質集団の中で相互交流する能力を育成
することが今後求められる。
．求められる資質・能力を教育によっ
ていかに培うか
（）これからの社会と学校に期待される役割
これからの新しい時代に求められる資質・能力を
育成するためには、まず学校は、地域社会の様々な
機関等と連携をしながら、態度・意欲や志向性など
といった情意的な領域に関する能力を高め、そし
て、基礎的・基本的な知識・技能の習得に加え、こ
れらを活用して課題発見・解決そして創造していく
ために必要な思考力・判断力・創造力等の能力育成
を重視していく必要がある。また、多様な人間関係
を結び関係づけることにより、新たなものを生み出
していく能力の育成も重視する必要がある。これら
は、参加体験型で協働的な学習活動を通じて効果的
に育まれていくと考える。
（）アクティブ・ラーニングによって必要とされ
る資質能力の育成を
平成26年11月20日中央教育審議会の諮問「初等中
等教育における教育課程の基準等の在り方について
（諮問）｣7)では、「アクティブ・ラーニング」とは、
「学びの質や深まりを重視するため、課題の発見と
解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習」と定義し
ている。
また、「アクティブ・ラーニング」は、諮問の概
要にもあるように、教育内容と関連付けて主体的か
つ能動的な学習・指導方法をとることにより「自立
した人間として、他者と協働しながら創造的に生き
ていくために必要な資質・能力」「何事にも主体的
に取り組もうとする意欲や、多様性を尊重する態
度、他者と協働するためのリーダーシップやチーム
ワーク、コミュニケーションの能力、豊かな感性や
優しさ、思いやり等の豊かな人間性」などの育成に
大いに関係していると言える。
（）新しい時代に必要となる学力（資質・能力）
の育成を目指すアクティブラーニングの学習
プロセスとは
新しい時代に必要な学力（資質・能力）を育成し
ていくには、まず指導者が学習者に育成すべき資
質・能力とは何かを明確にした上で、学習者に対し
て ①何を学ぶのか ②どのように学んでいくのか
③学んだことで何ができるようになるのか等々をよ
り具体的に明示した上で学習を進めていく必要があ
る。
以下は、小林昭文（産業能率大学教授）の仮説
例8)を参考にその学習プロセスを考え例示する。
＜アクティブラーニングにおける学習プロセス＞（例）
①学習の目的・目標を教科・科目等の本質にそっ
て明示する。
・どんな資質・能力を培うのか、そのためにこの学
習では何を学ぶのか。を明確にした目標設定とそ
の説明が必要。（ゴール＜児童生徒の姿＞が明確
にイメージでき、それが教科等の本質に迫ってい
るものとなっているか。）
・思考する必然性（深める価値や余地のある）のあ
る課題設定を。
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5）高等学校学習指導要領（平成21年月告示）文部科学省
6）中央教育審議会（平成25年月）「第期教育振興基本計画について（答申）」
7）中央教育審議会（平成26年11月）「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）」
8）小林昭文「アクティブラーニングをうまく導入するための条件とコツ」月刊教職研修2015年月号 p. 89-p. 91
・インタラクティブ・インストラクションを（双方
向のやりとりを・相互に作用し合うことを重視す
る。）
②学習目標にそった課題設定を行い、個人学習・
グループワークをする。
・ルール・目標を提示する。（互いに聴き合う。自
分の考えを押し付けない。批判はしない。チーム
で協力する《ピア・ラーニング》。チームに貢献
する。学びのための立ち歩き自由等々）
・個人学習とグループで話し合う時間が確保される
とともに時間制限も明示する。（問題の配列が、
個人学習→グループ活動への移行を促すように）
※自分の意見を表明する。→他者の意見を傾聴す
る。→自分の考えを修正する。→もう一度自分の
考えを表明するといった過程があること。その中
で「折り合いをつける。」「修正する。」といった
場面が含まれていること。
※教師は、児童生徒の自主性を促し、気づき（リフ
レクション）を促すための問いに心掛ける。そし
て、活動を通して得られた知識やスキルが個々の
学習者自身のものになっているかを点検する。
③グループ発表・プレゼンを行う。
・時間内で、グループでの話し合い内容を簡潔に発
表・プレゼンを行い質疑応答、意見交換を行う。
④振り返りを行う。
・リフレクションカード（確認事項も含む）などに
記入し、個人個人が振り返る。
以上、例を示したが、問題解決的なプロセスで学
習を流すだけの活動主義では、考える力はつかな
い。活動的で共同的な学習は、知識・技能の修得や
定着とも密接に関係している。それ故に、教師にも
それを担う資質能力が求められる。
．これからの教員に求められる資質・
能力
（）学習指導要領（教育課程編成の基本原理）の
「構造改革」
1990年代以降、欧米を中心に諸外国で、コンピテ
ンシー（competency）をもとに教育の目標を設定
して、教育政策をデザインする動きが広がってき
た。そのため、OECD では「人間関係の形成や社
会の発展にかかわる力（キー・コンピテンシー）」
を測定調査するために PISA を取り入れたり、アメ
リカなどでは「21世紀型スキル」が提唱されたりし
た。それらはいずれも、変化が激しく、予測するの
が難しい社会で生き抜く「人材」を育成するための
「目標」でありナショナルカリキュラムの設定であ
る。
日本でも内閣府の「人間力」（2003）、厚生労働省
の「就職基礎能力」（2004）、経済産業省の「社会人
基礎力」（2006）、文部科学省の「学士力」（2008）等、
様々な分野で人材育成の目標が示されてきた。それ
らに共通するのは、基礎学力や専門的な知識・技能
だけではなく、より汎用的な認知・社会スキルが求
められていることである。近年の国内外の教育目標
は、いずれも汎用的な資質・能力を強く意識し、特
に社会的な関係の中で学び、考え、社会に役立つ解
を提案できる力を求めている9)。
現在、21世紀に求められる汎用的な資質・能力、
特定の分野や領域だけではなく、広くいろいろな分
野に用いることができる基本的な資質・能力を定義
して、それを基にしてカリキュラムを開発しようと
するのは世界的な教育の潮流である。こういう世界
的なカリキュラム開発の動向をうけて、国立教育政
策研究所は、平成21年度から「社会の変化の主な動
向等に着目しつつ、今後求められる資質や能力を効
果的に育成する観点から、将来の教育課程の編成に
寄与する選択肢や基礎的な資料を得る」ことを目的
に、平成25年度までの年間、「教育課程編成に関
する基礎的研究」を行った。その結果、平成23年度
の「報告書」では「社会の変化に対応して求めら
れる資質・能力を育成する観点から教育課程を編成
する必要がある」との提言をまとめ、これを踏まえ
平成24年度「報告書」（平成25年月）は、目標
として「育成すべき資質・能力」を「21世紀型能力」
として整理し提案した。
前述のように、文部科学大臣は中央教育審議会に
次期学習指導要領の改訂について諮問している。諮
問内容から、次期の学習指導要領の改訂は、これま
でのように「教育内容の改善」ではなく、今度の学
習指導要領改訂を貫く全体の大きな方向性として、
学習指導要領の構造自体を見直していくことにな
る10)。
これまで学習指導要領では「何を目標に、何を教
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9）国立教育政策研究所「教育課程編成に関する基礎的研究報告書 社会の変化に対応する資質や能力を育成する教
育課程編成の基本原理」p. 14-15
えるか」については教科ごとに検討され、その結果
がそのまま各教科等の目標・内容とされてきた。し
かし、次期改訂では、まず目標として「育成すべき
資質・能力」を明確に掲げ、それを横断的に、横糸
で繋ぐかたちで各教科等の目標、内容、方法、評価
を設定する構造になる。
さらには「育成すべき資質・能力」を確実に育む
ための学習・指導方法も、「アクティブ・ラーニン
グ」として具体的に示そうとしている。この点もこ
れまでの学習指導要領が、各学校で編成する教育課
程の「基準」として目標・内容を示すものの、それ
を具体的に、どのように指導するかという学習指
導・方法については、各学校の創意工夫に委ねられ
ていたことからの大きな転換である。この二つの転
換は、「何を知っているか（contents）」から「何が
できるようになったか（competency）」への転換で
あり、「何を教えるか」から「どのように学ぶか」
という学びの質や深まりを重視する方向への転換と
いえる。まさに学習指導要領、つまり教育課程編成
の基本原理の「構造改革」なのである。
（）育成すべき「21世紀型能力」について
各教科・領域を横断的して「何を知っているか」
から「何ができるようになったか」という「育成す
べき資質・能力」の観点から、目標・内容・方法・
評価を設定することは、教育課程編成の基本原理の
「構造改革」である。その「育成すべき資質・能力」
が、国立教育政策研究所が、最近の諸外国の教育の
動向や国内の研究開発校での先進的事例等を参考に
整理して、提案した「21世紀型能力｣11)である。
「21世紀型能力」は、教育基本法、学校教育法で
教育の目標として示され、現行の学習指導要領でも
強調されている「学力の三要素（ 基礎的・基本
的な知識・技能の習得、 知識・技能を活用して
課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現
力等、 学習意欲）」（学校教育法30条）を、「課題
を解決するため」の資質・能力という視点で再構成
し、さらに「確かな学力」と「豊かな心」、「健やか
な体」の育成として現行学習指導要領が目指す知・
徳・体を総合的に関連づけて捉えた上で、これから
の学校教育で身に付けさせたい資質・能力として示
したものである。変化が激しく、未来を予測するの
が難しい現代社会では、何よりも「未知の問題」に
答えを生み出す「力」が求められる。そういう意味
で、問題解決・発見力・創造力からなる「思考力」
を中核として、言語スキル・数量スキル・情報スキ
ルからなる「基礎力」が支え、中核となる「思考力」
の使い方を「実践力」が方向づけるという三層構造
となっているのである。
（）「21世紀型能力」と「アクティブ・ラーニング」
もう一つの教育課程編成の基本原理の「構造改
革」が、「何を教えるか」から「どのように学ぶか」
という課題の発見と解決に向けて主体的協働的に学
ぶ学習（アクティブ・ラーニング）により「学びの
質や深まり」を重視する方向への転換である。
「アクティブ・ラーニング」は、「21世紀型能力」
として整理・提案された「育成すべき資質・能力」
を確実に育むための具体的な学習・指導方法であ
り、現在、次期学習指導要領の改訂の柱の一つとし
て、学校や教育界では大きな話題となっている12)。
「アクティブ・ラーニング」はもともと大学等高等
教育の用語であり、初等中等教育では「能動的学習」
という用語を使っていた。中央教育審議会が平成20
年12月に出した「学士力」答申の「用語解説」にそ
の具体的内容が出てくるので紹介する。
「新たな教育課題に向けた教員養成の在り方」
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10）前川喜平文部科学省初等中等教育局長｢これからの教育改革はどうなるか｣『教職研修』2014年月号教育開発研究
所
11）前掲報告書 p. 7
12）斎藤剛史「教育誌月号アクティブ・ラーニングと次期改訂」『内外教育』2015年月19日号
図 「報告書」26頁より
伝統的な教員による一方的な講義形式と異なり、
学習者の能動的な学習への参加を取り入れた授業・
学習法の総称。学習者が能動的に学ぶことによっ
て、後で学んだ情報を思い出しやすい、あるいは異
なる文脈でもその情報を使いこなしやすいという理
由から用いられる教授法。発見学習、問題解決学
習、経験学習、調査学習などが含まれるが、教室内
でのグループ・ディスカッション、ディベート、グ
ループワークなどをおこなうことでも取り入れられ
る13)。
「アクティブ・ラーニング」は、「学習の定着性」
からも注目されている学習・指導方法でもある。ア
メ リ カ 国 立 訓 練 研 究 所（National Training
Laboratories）の「ラ ー ニ ン グ・ピ ラ ミ ッ ド
（Learning Pyramid）」によれば、講義（Lecture）
は％、資料や書籍の読書（Reading）は10％、視
聴覚（Audio-visual）は20％、実演（Demonstration）
が30％、グループ討議（DiscussionGroup）が50％、
自らの体験（Practice Doing）が75％、他人に説明
する（Teaching Others）は90％と、能動的で、主
体性が必要な学習・指導方法になるほど学んだ内容
の定着率が高い14)。
（）カリキュラム・マネジメント
次期学習指導要領では、「育成すべき資質・能力」
を横断的に、横糸で繋ぐかたちで、各教科等の目標、
内容、方法、評価が設定される。そこで、前述した
ように多様なアクティブ・ラーニングを、学年、教
科・科目、領域、さらには教科・科目の中の単元を
こえて、適切なカリキュラムとして構成することも
新たな課題となる。「教師はアクティブ・ラーニン
グを成立させるために、単元全体を通して、どのよ
うな学習展開が子供に適合した効果的な学習活動に
なるかという、カリキュラム・マネジメントの力を
発揮することが求められる｣15)のである。
カリキュラム・マネジメントとは、「カリキュラ
ムを主たる手段として、学校の課題を解決し、教育
目標を達成していく営み｣16)である。田中は、特別
なことを新規に始めるのではなく、毎日実施してい
る授業、今まで取り組んできた授業研究等を見直
し、より効果的かつ効率的な教育活動を実現する考
え方と手法の提案するものであるという。
カリキュラム・マネジメントの基軸は、カリキュ
ラムの内容・方法、機能上の「連関性（Relevancy）」
と条件整備活動（マネジメント）上の「協働性
（Collaboration）」にある17)。「連関性」とは関連や
つながりのことで、具体的には、学年を超え、教科
と領域の間をまたいで、目標・内容・方法・スキル
上の関連やつながりを明らかにして、意図的に「連
関性」を意識して実践することで、限られた中での
学習効果、学習効率をあげることができる。さらに
田中は、「連関性は、実践の効果・効率を上げるだ
けではなく、子ども自身が、各教科等で学んだ「知」
を内面で総合化するためにも必要ですから、学校で
必ず取り組むべきもの｣18)という。
カリキュラム・マネジメントを効果的に行うに
は、教師が学習・指導方法を豊かに持っていること
と、同時に、教師間で豊かな学習・指導方法が共有
化されていることが必要である。そういう意味で、
文部科学省は「各学校におけるカリキュラム・マネ
ジメントや学習・指導方法、評価方法の改善を支援
する方策」を行政の責任として中央教育審議会に諮
問したのである。
（）これからの教員に求められる資質・能力
特定の分野や領域だけではなく、広くいろいろな
分野に用いることができる基本的な資質・能力（コ
ンピテンシー）の育成は、これまでなかったあらた
な教育課題である。「教育課程の編成の基礎的研究
報告書」は、将来に取り組むべき課題の一つに教
員養成・教員研修を挙げ、「まず、子どもにつけさ
せたい資質・能力を、教員・学生が獲得しておく必
要がある。それも、子どもに従事させたい学習活動
を自ら経験することで学び、教育目標と学習理論、
授業デザインを自分のことばで説明できるまで習得
する必要がある｣19)と明確に述べている。また、「育
成すべき資質・能力」を確実に育むための具体的な
教育学論究 第号 2 0 1 5
【T：】Edianserver／【関西学院】／教育学論究／第号／
五百住満・越田佳孝  校
6
13）「学士課程教育の構築について（学士力）」答申「用語解説」55頁
14）高階玲治「次期教育課程とアクティブ・ラーニング」『月刊プリンシパル』2015.5月号 p. 22
15）高階前掲書 p. 23
16）田村知子『カリキュラム・マネジメント―学力向上へのアクションプラン―』日本標準 2014 p. 12
17）中留武昭・曽我悦子『カリキュラムマネジメントの新たな挑戦』教育開発研究所 2015 p. 18
18）田中前掲書 p. 29
19）前掲報告書 p. 36
学習・指導方法である「アクティブラーニング」に
ついても、無藤隆は「主体的・協働的な学びを子ど
もたちに身につけさせていくには、先生自身も主体
的・協働的であることが求められます｣20)と述べて
いる。要するに、これからの教員には、①子どもに
つけさせたい資質・能力を獲得しておくこと、②子
どもに従事させたい学習活動を自ら経験しておくこ
と、③何よりも子どもたちを指導する教員自身が主
体的・協働的であることの点が求められるのであ
る。このことは必然的に専門職としての教員観の転
換をもたらす。
現在、中央教育審議会では、初等中等教育におけ
る教育課程の基準等の在り方について審議を行って
いる。こうした教育課程の改善の趣旨を実現するた
めには、これまでの教員の学習観を転換させ、各教
科等の指導に関する専門知識を備えた「教えの専門
家」から、アクティブ・ラーニング等の実践力や学
習の成果を適切に評価する力、カリキュラム・マネ
ジメントなどの力を備えた「学びの専門家」への転
換することが必要となる。中央教育審議会が、「子
供たちに教育を行う教員の資質能力の向上を含めた
教員政策の改革が不可欠であることから、教育課程
の改善に向けた議論と歩調を合わせながら進めてい
く必要がある」という所以である21)。
．あらたな教育課題に必要な教員養成
カリキュラムとは
（）コンピテンシー・ラーニングの視点を
あらたな教育課題に必要な教員養成カリキュラム
について議論する前に、「コン ピテンシー
（competency）」について若干の整理が必要となる。
コンピテンシーは、1990年代から経営戦略、組織行
動・経営行動の分野で広まってきた概念であり、「一
言でいえばアメリカン・モデル｣22)である。金井・
高橋は、コンピテンシーの古典的定義（ハーバード
大学の心理学者ロバート・W・ホワイト）から、日
本の学者を含めた最近の様々な定義を紹介してい
る23)。さらには、教育の場面についても「コンピテ
ンシーとは、知識を効果的に習得するための広い範
囲の学力を指している。（略）ここでのコンピテン
シーは、教授された知識を効果的に習得するための
さまざまな基礎能力を含んでおり、知性面と意欲面
にまたがる総合的な学習能力とでも言い直すことが
できるだろう｣24)と言及している。
特定の分野や領域だけではなく、広くいろいろな
分野に用いることができる基本的な資質・能力（コ
ンピテンシー）の育成に必要な教員養成プログラム
を作成する場合に、参考となるのが古川久敬の「コ
ンピテンシー・ラーニング理論」である。古川は、
生まれにおいてアメリカン・モデルであるコンピテ
ンシーを、「コンピテンシーは学習可能な能力であ
る。したがって、育成できる能力である｣25)として、
「経験による学習」「モデリングによる学習」「概念
化による学習」からなる「コンピテンシー・ラーニ
ング理論」を展開している26)。
「経験による学習」とは、ある活動を実際に行う
ことによる学習であり、体験による学習とも言え
る。「モデリングによる学習」とは、他者の行動や
活動の仕方を見聞したり、あるいはモデル（手本）
やメンターとなる人物の仕事への取り組み方全体を
模倣したりする学習である。「概念化による学習」
とは、獲得した情報や実践経験を整理統合し、概念
化することによって、新しい状況に適応するための
知識や行動を学習することである。「概念化による
学習」は、コンピテンシーの学習で最も重要な要素
である。「概念化による学習」を通じて、自己の体
験や他者の経験の見聞というものに、何らかの共通
性や法則性を見出し、熟練、ノウハウなどの「暗黙
知（tacit knowledge）」を醸成し、体得された「暗
黙知」を、異なった状況への適応可能性を判断しな
がら理論化・法則化することにより、言葉で伝達で
きる「形式知（explicit knowledge）」へ昇華するこ
とが求められるからである27)。
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20）無藤隆「いま求められるアクティブ・ラーニング」『総合教育技術』小学館 2015.5月号 p. 43
21）中央教育審議会「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」（教員養成部会 中間まとめ）平成27
年月16日 p.4
22）金井壽宏・高橋潔『組織行動の考え方』東洋経済新報社 2004 p. 35
23）金井・高橋前掲書 pp. 36-46特に「図表−」p. 41
24）金井・高橋前掲書 p. 44
25）古川久敬監修 JMAMコンピテンシー研究会編著『コンピテンシー・ラーニング』日本能率協会マネジメントセンター
2002 p. 42
26）古川前掲書 pp. 45-51
27）金井・高橋前掲書 p. 51
（）現在の教員養成プログラム〜教職実践演習の
導入〜
大学における教員養成は、学士の学位等と教職課
程における単位の修得等により教員免許状が授与さ
れる仕組みとなっている。教職課程の履修について
は、 教科に関する科目（小：8、中・高：20単位
以上）、 教職に関する科目（小：41、中：31、高：
23単位以上）、 教科又は教職に関する科目（小：
10、中：8、高：16単位以上）、 その他必修科目（日
本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報
機器の操作各単位）となっており、の教職に関
する科目の中に教育実習（幼小中単位で週間程
度、高単位で週間程度）と教職実践演習（単
位、主に年次後期で開講想定）が含まれている。
教職実践演習は、平成18（2006）年月の中央教
育審議会答申により、平成22（2010）年度に導入さ
れた教職に関する科目である。答申では、科目の趣
旨・ねらいを「教職実践演習は、教職課程の他の授
業科目の履修や教職課程外での様々な活動を通じ
て、学生が身に付けた資質・能力が、教員として最
小限必要な資質・能力として有機的に統合され、形
成されたかについて、課程認定大学が自ら養成する
教員像や到達目標等に照らして最終的に確認するも
のであり、いわば全学年を通じた「学びの軌跡の集
大成」として位置付けられるもの」としている。こ
のような科目の趣旨から、科目には教員として求め
られる最小限必要な資質・能力を「．使命感や責
任感、教育的愛情等に関する事項、．社会性や対
人関係能力に関する事項、．幼児児童生徒理解や
学級経営等に関する事項、．教科・保育内容等の
指導力に関する事項」のつの事項として含めるこ
とが適当であるとしている。その事項と対応させ
て、授業内容例や到達目標及び目標到達の確認指標
例、授業方法等を示している。特に授業方法につい
ては、「例えば教室での役割演技（ロールプレイン
グ）やグループ討議、実技指導のほか、学校や教育
委員会との協力により、実務実習や事例研究、現地
調査（フィールドワーク）、模擬授業等を取り入れ
ることが考えられる」と具体的に示している28)。
教職実践演習は、教員としての最小限必要な資
質・能力をつの事項として示しているところに特
徴がある。ここにコンテンツ・ベースからコンピテ
ンシー・ベースへの転換がうかがえる。さらにつ
の事項と対応させて授業方法等も、「例えば」とし
て課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ
学習（アクティブ・ラーニング）を含めて示してい
るところにも特徴がある。これも「何を教えるか」
から「どのように学ぶか」という「学びの質や深ま
り」を重視する方向への転換といえる。
佐瀬一生は、自らの属する大学（千葉大学）と他
大学（秋田、弘前、鹿児島、岡山、群馬、北海道、
大阪教育、佐賀）での教職実践演習の試行的実践を、
試行プログラムやシラバスから整理・分析してい
る29)。佐瀬によると、各大学で共通するのは、学校
現場において直面する具体的実践的課題を直接的な
テーマとして、それを協議、演習、実習、体験等の
実践的な活動として実施し、実際の教職生活に結び
つける授業を重視していることであり、また、自ら
の大学では「教員として求められる資質・能力の
つの事項」のうち事項「教科・保育内容等の指導
力に関する事項」に大きく比重がかかっていると述
べている30)。
（）あらたな教育課題に必要なこれからの教員養
成プログラム
ここでは、「コンピテンシー・ラーニング理論」
をもちいてこれからの教員養成プログラムを提案す
る。あらたな教育課題とは、子どもたちに、主体
的・協働的な学習（アクティブ・ラーニング）によ
り、「21世紀型能力」として提案されているコンピ
テンシーベースの資質・能力を確実に育むことだか
らである。
コンピテンシーは、「経験による学習」「モデリン
グによる学習」「概念化による学習」をとおして学
習可能で、育成できる能力である。そこで、教員を
志望する学生が、アクティブ・ラーニング等の課題
の発見と解決に向けての主体的・協働的な学習を体
験する「経験による学習」ができるようにしたい。
そのためには「教科に関する科目」「教職に関する
科目」の区分にかかわらず、大学の教職課程を担当
する教員がアクティブ・ラーニング等の実践力指導
力を高めることが必要である31)。
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28）中央教育審議会「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」2006.7別添「教職実践演習（仮称）について｣
29）佐瀬一生「『教職実践演習』の施行に向けた試行的実践（2）」千葉大学教育学部研究紀要第61巻 2013
30）佐瀬前掲書 p. 295
31）前掲（教員養成部会中間まとめ）p. 31
次に、教員を志望する学生が、アクティブ・ラー
ニング等の課題の発見と解決に向けての主体的・協
働的な学習を、教育実習期間中に、指導教官の授業
実践を見聞、模倣することにより「モデリングによ
る学習」ができるようにしたい。ここで課題となる
のが、学校現場でのアクティブ・ラーニングの広が
り具合である。無藤は、既に多様な教科でアクティ
ブな学習が進んでいる小中学校に対し、「大学以上
に高校において、生徒がアクティブに授業に参加す
る形をつくる必要がある｣32)という。実践が少なけ
れば、そもそも「モデリングによる学習」が成り立
たない。しかし、少ないとはいえ、主体的・協働的
な学習（アクティブ・ラーニング）の実践をしてい
る高校教員はいる33)が、その実践には教科によるば
らつきがある。
例えば、筆者が勤務する学校（兵庫県立洲本高等
学校）では、理科では盛んに、家庭科では当然のよ
うに、グループによる発見学習、問題解決学習、調
査学習、グループ・ディスカッション、ディベート、
グループワーク等を行い、相互評価も実施してい
る。
資料は家庭科での「ホームプロジェクト発表」
で、グループで相互評価をしている様子である。
資料は、年生の総合的な学習の時間（単位、
講座名「しんか」）での選択「生命科学の探究」で
のグループワーク、「忘れられた生物〜絶滅種〜」
のパワーポイントのスライドである。
「グループワークの手順」は、．教師がグルー
プワークの目的・目標を説明する ．その後〜
人のグループを作り、グループ内で「テーマ」を
決定し、「テーマ」の何について調べるのか？なぜ
その「テーマ」を扱うのか？を明確にし、役割分担
を話しあう ．個人ワークを持ち寄り、パワーポ
イント作成する ．発表は決定した「テーマ」に
ついて複数の視点から、複数人が発表し、発表は10
分、質疑応答分とする ．発表後、相互評価、
振り返りを行う（「生命科学の探究」プリント）で
ある。
教育実習については、実習する教科でアクティ
ブ・ラーニングをモデリングできればよいが、どう
しても教科指導が中心となる。そうでなければ他の
教科や領域ででも「モデリングによる学習」は是非
ともしておきたい。「経験による学習」「モデリング
による学習」は、前述したようにコンピテンシーの
学習で最も重要な要素である「概念化による学習」
の前提だからである。そこで、これからの教員養成
プログラムでは、教育実習の必須内容にアクティ
ブ・ラーニングの見聞、体験を盛り込むことを提案
したい。そのためには学校現場で豊かな学習・指導
方法を持っている教員と大学の教職課程とのネット
ワークを構築し、豊かな学習・指導方法が、教員養
成段階から、大学の教職課程と学校現場の間で共有
化されることが必要である。
最後に、教職実践演習を、教職課程の科目の履修
を通して獲得した自己体験を、教育実習で見聞・体
験した観察やモデリングで得た情報や実践経験で、
補強、整理・統合して、概念化する「概念化による
学習」の場としたい。そうすることで、教職実践演
習が、学生が身に付けた資質・能力が、教員として
最小限必要な資質・能力として有機的に統合され、
形成される「学びの軌跡の集大成」になるのである。
「新たな教育課題に向けた教員養成の在り方」
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32）無藤前掲書 p. 40
33）加藤公明『わくわく論争！考える日本史授業』地歴社 1991
越田佳孝「ディベートから学ぶ『現代社会』」兵庫県社会科研究会研究紀要44号
＜資料＞
＜資料＞
おわりに
国際教員指導環境調査（TALIS2013）によると、
日本の教員は、他国の教員と比べ、授業改善のため
に学ぼうとする姿勢がうかがえるという。つまり、
そこには「教えるために学ぶ」教員像が見えてくる。
しかし、「はじめに」で述べたように、現在は獲得
される「知識のストック」よりも知識を獲得する学
習能力こそが、人間として生きていく上で「大切な
力」となる「知識基盤社会」が本格的に到来してい
る。そこでは、これまでの「教えるために学ぶ」教
員では十分ではなく、「学ぶために学ぶ」教員、つ
まり「学びの専門家」への転換が求められる。その
ためには、ともに「学びの現場」でもある大学の教
職課程と学校現場との一層の連携が求められる。
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